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地域イノベーション研究会中間とりまとめ（案） 

（仮称）「地域発イノベーション加速プラン」 

 

１．はじめに 

 

 

２．地域の現状 

（１）地域を取り巻く現状認識 

① グローバル化、人口減少・少子高齢化、財政的制約の中での地域経済 

グローバル化の波は、あらゆる地域に容赦なく押し寄せている。中国、インド等

新興諸国の経済成長は著しく、中国、韓国、台湾をはじめ海外諸地域の追い上げ

は激しい。自動車、エレクトロニクス関連産業をはじめとして、海外との厳しい国際

競争の状態にあり、我が国製造業も、生産・開発機能の国際的な最適な配置とグ

ローバルな戦略が不可欠になっている。 

地域においては、国際的に競争力を有し、輸出関連産業が多く立地する地域と

一次産業比率が高い地域では景況感に格差が見られる。また、公共事業の縮減、

地方財政の逼迫が進んだこともあって、地方圏における経済基盤が揺らいでいる。

すでに、我が国においては人口減少社会に突入しており、団塊世代の大量の退職

と少子化により、労働人口の減少が見込まれ、現状のままでは、地域経済は多大

な影響を受けざるを得ない。 

 

② 地域発イノベーション創出による地域経済活性化 

地域ごとの産業構造の相異等の構造的な要因を背景として、地域間格差の問

題が生じており、地域経済の再生・活性化は、喫緊の課題となっている。地域の強

み・特徴を活かしつつ、地域の持てる潜在力を最大限引き出し活用することが、地

域経済活性化の最重要課題である。地域発イノベーションによる新事業・新産業の

創出は、地域に新たな雇用と所得を生み、地域の自律的・内発的経済発展の基盤

をつくりだすものであり、また、我が国の技術開発政策推進の一翼を担うものであり、

国をあげた取り組みが求められる。地域に存在する産学官の持つ資源を活かすク

ラスター政策が世界的な潮流となる中、我が国においても、産業クラスター計画を

はじめとする地域クラスター政策の推進により各地において地域イノベーションを活

発化させ、地域経済の再生・活性化、更には我が国の経済・産業の活性化を図る
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ことが極めて重要となっている。 

 

（２）地域に存在するイノベーションのリソース 

① 多様な地域資源 

地域には極めて多様なイノベーションの素材が存在する。特に、各地域には、そ

の地理的、気候的特性故の多様な一次産品資源やものづくりを支える産業や技術

の集積等があり、これまでも、こうした地域資源を活用し様々な研究開発が行われ、

大きな成果を上げている。こうした各地域に存在する地域資源は、地域の有力な競

争力の源泉であり、イノベーションに欠かせない貴重なリソースである。 

 

② 多数の研究人材と研究機関 

現在、我が国には、大学等の研究機関が約１，６００機関あり、その主要な研究

者数も約１４万３千人に上る。その内訳をみると、全国各地に分布している（機関で

は、約８割、研究者で、約７割が、首都圏の１都３県以外に存在）。 

本研究会事務局が実施した調査1によれば、新事業創出・既存技術の高度化で

活用したい機関は、大学への期待がもっとも大きく、その内容は、大学の研究者が

有する経験等を通じたアドバイス、大学における試験・検査・評価機能、大学が保

有している試験器機や研究施設の利活用、優秀な人材の輩出などである。 

 

③ 地域に拠点を置くグローバルトップ企業 

各地域には、高い技術力を持ってグローバル市場で活躍する数多くの企業が存

在する。例えば、「元気なモノ作り中小企業３００社」（２００６年）のうち約半数は、海

外または国内で特定製品についてトップシェア級であり、その本社は、全国各地に

展開されている（首都圏の１都３県を除く企業が７８％）。こうした企業は、絶えざる

技術革新を行いつつ、高い付加価値と良質な雇用機会を創造しており、地域経済

の牽引力となっている。地域には、イノベーションの担い手となる有力な企業が多

数存在している。 

 

 

 

                                               
1 地域における新事業創出や技術の高度化、イノベーション促進に関する意識調査（実施：２００８年２月、対象：
産業クラスター計画参画企業３，０００社））。 
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（３）地域イノベーション関連施策の現状 

 

①国、地方における科学技術関連予算の状況 

平成２０年度の政府の科学技術関連予算の総額は３兆５，７０８億円（人文科学を

含む）となっている。このうち、地域イノベーションに係る各府省の予算は７５１．９億円

であり、総額から大学等の基盤的経費・基礎研究費を除いた２兆９８８億円の約３．

６％に留まる。 

このうち、地方自治体の科学技術関連予算は近年減少傾向にあり、平成１２年度

から平成１７年度にかけて約４，９００億円から約４，３００億円と、１４％の減少となっ

ている。 

また、地域の中小企業の技術支援において重要な役割を果たす公設試験研究機

関の予算は、同期間において約２，２００億円から約１，８００億円と、減少率は１７％

を超える。 

鉱工業系の試験研究機関についてみると、平成１０年度から平成１５年度にかけて、

予算総額は１８％超の減少（５８６億円→４７９億円）、設備費に関しては５０％超の減

少（９２億円→４１億円）となっている。 

 

②産業クラスター計画と地域イノベーション創出 

○ 産学官のネットワーク形成 

平成１３年度から推進している産業クラスター計画では、我が国産業の国際競争

力の強化及び地域経済の活性化を図るため、地域の中堅中小企業・ベンチャー企

業、大学、研究機関等との産学官の広域的なネットワークを形成し、新産業・新事

業が次々と生み出されるようイノベーションの「苗床」を整備しているところである。 

産業クラスター計画は第Ⅰ期から第Ⅲ期までのフェイズに分けて実施している。

第Ⅰ期の立ち上げ期（平成１３年度～１７年度）では、１９のプロジェクトが産業クラ

スターの基礎となる「顔の見えるネットワーク」を形成し、そのネットワークをベース

にビジネスマッチングや産学官連携による研究開発プロジェクトを立ち上げ、その

結果約５万件の新事業が創出され、８２８件の創業（第二創業を含む）がなされた。

産業クラスターに参画している中堅中小企業・ベンチャー企業の平成１２年度から

平成１７年度にかけての１社当たり平均の売上高は増加（３２億円→３６億円）して

おり、利益も増加（４４百万円→７９百万円）となった。マクロ的に産業クラスターの

参画企業の経営状況をみると、全国の中堅・中小企業の平均に比べ、１７年度ベ

ースで売上高、従業員数とも１割程度上回っており、特に、当期純利益については



 4 

全国平均の１．５倍となった。また、大学発ベンチャー１，５０３社の内、約３割の４２

５社が産業クラスターに参画し、その内１１社が株式上場を果たした（平成１７年度

までの累計）。産業クラスターの参画企業に対するアンケート結果では、行政の支

援施策等の情報収集や産学官のネットワーク形成の面では成果を上げているが、

販路開拓・人材確保・資金調達等については期待度が高いものの、まだ十分なメリ

ットを享受できるまでには至っていないことが伺える。 

第Ⅱ期の成長期（平成１８年度～平成２２年度）では、これまでの成果と課題を

踏まえプロジェクトを再編し、引き続きネットワーク形成を推進するとともに、各プロ

ジェクトで先進的に開始されている大手企業と中小・ベンチャーとの常設のビジネス

マッチングやクラスター間連携の取り組みを強化するとともに、事業化支援機能の

強化やネットワークの広域化、産業クラスターの国際展開を指向しているところであ

る。昨年１０月には、九州地域のバイオ関連分野の高いポテンシャルを活かし、「九

州地域バイオクラスター」が新たに誕生した。海外では韓国、台湾、インドネシア、タ

イ、ベトナム等のアジア諸国、フランス、イタリア、ドイツ等のＥＵ諸国が我が国の産

業クラスターの活動に関心を示しており、政府間でお互いのクラスターの状況につ

いて意見交換を行っているところである。また、プロジェクトベースでも、一部ではイ

タリア、フランス等海外のクラスターと連携を進めているところもある。 

現在、ＩＴ、バイオ、環境、ものづくりの各分野において、産業クラスターの形成を

目指したプロジェクトが全国で１８プロジェクト展開しており、世界市場を目指す約１

０，７００社の中堅中小企業・ベンチャー企業と約２９０の大学及び金融機関、公設

試験研究機関等の産業クラスターのサポーター約２，４５０の参加を得て、産学官

連携に係る人的ネットワークを拡大してきたところである。 

産業クラスター・プロジェクトからは、関西フロントランナープロジェクトの「情報家

電フォーラム」（関西の大手１６社と中小企業・ベンチャーとの常設の商談支援の仕

組み）、北海道バイオ産業クラスターと近畿バイオクラスターが行っているビジネス

マッチングのクラスター間連携などの仕組みが生まれている。 

産業クラスター計画は地域イノベーション創出の中核的施策であり、その結果と

施策について絶えざる検証を行いつつ、引き続き強力に推進することが求められ

る。 

 

○ 地域を対象とした研究開発事業 

産業クラスター計画推進の上で大きな手段となっているものが、地域を対象とし

た、国の研究開発事業であり、今まで、地域新生コンソーシアム研究開発事業を実
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施してきた。この事業は、民間企業や大学、公設試等からなる共同研究体（地域新

生コンソーシアム）による、地域における新産業・新事業創出に向けた実用化研究

開発を実施するものである。平成９年度から平成１８年度の実績累計で、１，０６５

件のプロジェクトを採択・実施しており、そのうち、約７３％は共同研究体参画メンバ

ーが複数の都道府県にまたがった広域的な連携によるものとなっている。参加大

学はのべ約１，５００校、参加企業はのべ約３，２００社（うち中小企業は約７４％）に

のぼる。研究開発事業に投入した予算は約９３０億円、平成１８年度までに終了し

たプロジェクトの実用化率は４３．１％、事業化率は２２．８％である。 

また、平成１９年度に地域資源活用型研究開発事業を創設し、地場の一次産品

や、地域固有の技術等である地域資源を活用した実用化研究開発を実施している。

平成２０年度からは、地域新生コンソーシアム研究開発事業に代わって、地域イノ

ベーション協創プログラムの一貫として、地域イノベーション創出研究開発事業を開

始することとしている。本研究開発事業は、地域新生コンソーシアム研究開発事業

と同様のスキームで、民間企業や大学、公設試等からなる研究体による研究開発

を支援するものであるが、農商工連携枠の創設や研究開発事業の規模に柔軟性

を持たせるなどの制度改善を行い、事業化率の向上を目指し、地域発のイノベーシ

ョン創出を強力に支援しようとするものである。 

 

○ ビジネス・インキュベーション施策 

経済産業省が設置を支援したインキュベーション施設は、全国に１７６施設（平成

１９年３月時点）あり、これらのインキュベーション施設においては、平成１６年度か

ら平成１８年度における卒業企業（事業拡大のために施設を退去する企業）の累計

は６７３件に上るなど、地域産業の活性化に貢献している。 

このうち、（独）中小企業基盤整備機構は、主に、各地大学の構内・近隣地、各

地の産業集積計画の拠点に、２９のインキュベーション施設を整備（４施設を整備

中）（平成２０年１月末）している。平成１６年度以降に開設された施設が、２９施設

のうち、２４施設であるところ、その卒業企業数の実績を評価するのは時期尚早と

考えられるが、産学等共同研究数、特許取得件数では高い値となっており、入居企

業の今後の発展が期待される。 

成功しているインキュベーション事業の特徴を見ると、大学との強固な連携関係

の構築、大学を中心として関連施設の集積が見られるという「ロケーション」、大学

を初めとする「産学官のネットワーク形成支援」のが充実、優秀なインキュベーショ

ンマネージャーの存在等があげられる。 
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なお、全国新事業支援機関協議会（ＪＡＮＢＯ）が実施したビジネス・インキュベー

ション施設に関する調査（平成１９年６月実施）によれば、回答数３２３施設のうち、

約３割が、入居企業に対して様々なサポートを行うインキュベーションマネージャー

（ＩＭ）等の支援担当者が配置されていないなどソフト支援機能が未だ立ち後れてい

る。また、ＩＭの身分が不安定なため、継続的・効果的な企業支援が困難であること、

ビジネス・インキュベータ相互や他の支援機関との連携が不十分との指摘がある。 

 

③産学連携（ＴＬＯ等） 

我が国においては、産学連携を推進するため、平成１０年に「大学等における技術

に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律」が制定された。以来、

大学等の研究成果の特許性・市場性の評価、特許化、情報提供やマーケティング等

により企業への技術移転を担うＴＬＯが全国に設置され（４７承認ＴＬＯ）、技術移転が

進められてきた。また、平成１３年からは、産業クラスター計画や知的クラスター創成

事業が企画・実施され、地域における産学連携の枠組みや関係者のネットワークも形

成されてきた。さらに、平成１６年の国立大学の法人化に伴い、研究成果の社会還元

が教育・研究と並ぶ大学の重要な役割の一つとして位置付けられ、産学連携の取り

組みが進められつつある。 

近年の変化として、企業においては、投資資金の回収期間の短期化や投資リスク

の増大等に伴い、従来のような「自前主義」による研究開発から、研究資源を大学等

の外部に求める形でイノベーションを志向するビジネスモデルへと変化してきている。

また、大学においても、教員の知的財産の原則機関帰属化、知的財産本部の整備、

知財ポリシー・利益相反ポリシー等の整備により、産学連携を巡る環境は進展してき

ている。 

このような中で、企業と大学等との共同・委託研究は増加しており、大学の特許取

得件数や企業への技術移転件数も増加傾向にある。また、大学における研究成果を

事業化していくものとして「大学発ベンチャー」があげられるが、平成１８年度末時点で

１，５９０社が活動している。 

しかしながら、産学連携の成果を図る指標として、大学、ＴＬＯの活動によるライセン

ス収入を米国のライセンス収入と比べると、我が国は米国よりも２桁程度小さい額で

あり、大学の潜在力を十分に活用できているとは言えない。 

また、産学連携では、企業側と大学側の橋渡し役（コーディネータ）として、技術移

転業務を含む産学連携活動を担う人材がその成否と密接に関係する場合が少なくな

い。このような産学連携人材には、研究成果の発掘から、企業と大学等とのニーズ
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（ウォンツ）・シーズのマッチング、研究開発の企画、マーケティングやライセシング等

までを一貫して行うことができる幅広い能力が求められるため、若手研究者等をＴＬＯ

や大学知的財産本部等の産学連携機関等の現場に派遣し、実際の業務を経験する

機会を提供することを通じて産学連携を担う人材に養成する取り組み（「ＮＥＤＯ産業

技術フェローシップ事業」、「スーパーＴＬＯ事業」）等が行われてきているが、企業や大

学の多様化する産学連携ニーズに応えていくためには、このような産学連携人材を育

成する取り組みをさらに進めていくことが必要とされている。 

 

３．地域発イノベーション創出の課題 

 

地域には、優れた技術を持った企業、知の拠点である大学、地域の中小企業を支

える公設試、様々なスキルを有する人材、技術力のある中堅・中小企業の集積など

の資源が存在しているが、その潜在力を十分に活かされていない。 

 

その要因は、 

① イノベーションの担い手である産・学・官の地域内及び地域を越えた広域連携
とも、未だ不十分であり、特に、事業化支援機能が脆弱であること、 

② イノベーション創出の基盤となるインフラや研究開発資源の活用が、既存組織、
行政区域内に留まっており、既存組織の垣根が越えられないこと、 

③ イノベーション創出の基盤となる産学連携拠点、公設試等のイノベーション・イ
ンフラが不足、劣化していること、 

④ コーディネータを中心に有能なビジネスマッチング人材が不足していること、 
 

などがあげられる。 

 

（１） 産学官連携ネットワーク一層の充実が必要 

○ 大手企業との連携不足 

平成１３年度から開始した産業クラスター計画により、産学官のネットワークはか

なり充実され、所期の目標は達成されつつある。今後はより強力なネットワークづく

りに向けて質的充実が大きな課題である。特に、大手企業とのネットワークは未だ

十分とは言えない。クラスター計画に参加している多くの中堅・中小企業にとって大

手企業とのビジネスマッチングは、大きな期待であり、課題である。また、産業クラ

スター計画の目的である新規産業、新規事業の創出の観点からも、大手企業との
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ネットワーク構築は、必要不可欠である。 

 

○ 広域連携の不足 

これまで、産業クラスター、知的クラスター等の地域クラスターによる産学官の人

的ネットワーク形成や産学共同研究の推進により、地域ブロック内の産学官ネット

ワークが形成されている。産学連携を進める場合、その地域内に、企業ニーズに応

えることができる研究シーズを持った研究機関や研究者がいるとは限らず、反対に、

研究機関の優れた研究シーズを事業化できる企業がいるとも限らない。そのため、

産学連携のベストミックスは、より広域での連携、場合によっては海外との連携が

必要となる。産業クラスター計画においては、近畿のネオクラスターにおける「情報

家電フォーラム」、バイオ分野における近畿と北海道などのクラスター間連携などの

クラスター間連携が進みつつある。 

しかしながら、距離の離れた産学あるいは産産のベストなマッチングを実現する

ためには、それぞれのクラスター間で、大学、企業等のシーズ・ニーズに関する徹

底した事前調査や調整を行ったり、具体的な連携の進め方に関する関係者の共通

認識の醸成が不可欠なため、広域連携はあまり進んでいない。また、地域ブロック

内と地域間の産学官ネットワークをより強化し、地域発イノベーション創出を促進す

る観点から、関係機関間の連携を強化する全国的なネットワークづくりも必要であ

る。 

 

○ 事業化支援機能が脆弱 

シーズ創出から事業化に至るまでには、大学、研究機関、ＴＬＯ、企業、金融機

関、関係府省、自治体、産業支援財団等様々な組織が関わっているが、研究開発

と事業化支援の連携が必ずしも取れておらず、そのため、研究開発段階に事業化

の観点からの検討がなされない、あるいは、研究開発の成果が事業化につながら

ないなど、研究開発段階と事業化段階との間の連携が悪いとの指摘が多くある。

特に、研究開発終了後の事業化支援機能が脆弱などの課題が指摘されている。 

 

（２） 既存組織・行政区域の垣根 

地域のイノベーション創出に関係のある大学や公設試、産業支援財団、ビジネ

ス・インキュベータ等は、これまでの地域プラットフォーム事業や産業クラスター計画

等によりネットワークづくりが図られてきたものの、それぞれの組織は、その組織の

事業目的や活動領域に制限があり、その範囲内に留まっている。 
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また、大学、国の研究機関、公設試などの研究機関は、それぞれ、研究開発資

源（試験研究設備、人材等）を保有しているが、研究機関間での相互活用や企業

への利用開放については、利用規約、利用環境の未整備やオペレータ不足などに

より、ニーズはあるものの対応できておらず、それぞれが持つ研究開発資源が、既

存組織・行政区域内に留まるところが多い。 

また、各機関に配置されているコーディネータは、多種多様のニーズの案件への

対応が必要であるが、自らの専門分野だけでは解決できない場合も発生し、その

課題解決のために組織を越えたコーディネータ間の連携が必要である。個々の産

業クラスター・プロジェクト内でのコーディネータ間の連携など一部でできつつあるが、

そうした産業支援人材のネットワークは十分ではない。 

 

（３） イノベーション・インフラの劣化・不足 

 

海外主要国では、大学と中心としてイノベーション創出拠点が形成されている例

が多くみられるが、我が国においてはこうした拠点形成が不十分である。国立大学

の独立行政法人への移行後、各大学は、産学共同研究への取り組み強化、地域

課題解決に向けた地域経済界との連携強化等に取り組んでいるところであるが、こ

うした取り組みを支える大学と産学連携等の施設は依然不足している。大学は、

「知」の創造拠点であるが、この「知」を最大限活用し地域活性化につなげることが

極めて重要であり、このための産学連携施設等のインフラ整備が重要である。 

中小企業の研究開発支援で重要な役割を担う公設試の質の劣化が深刻である。

自治体財政が逼迫化しており、自治体の科学技術関係経費、中でも公設試験研

究機関にかかる予算は年々減少している。その結果として、基盤的な設備の更新、

人材の採用が進まないという事態を招いている。なお、国の競争的研究資金に参

加した場合に機器購入は可能であるが、当該試験研究に目的が限定され、企業の

利用ニーズがあっても、広く利用が進まないという問題もある。 

 

（４） イノベーションを担う産業支援人材の不足 

 

産学連携コーディネータ、クラスターマネージャー、インキュベーションマネージャー

などいろいろな呼称で呼ばれているコーディネータは、企業からの技術面から経営面

にわたる様々な相談やアドバイス、産学連携のコーディネートや事業化支援、経営支

援などイノベーション創出に重要な役割を担っているが、シーズ発掘からにいたる事
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業化に至る優秀な産学連携支援人材が不足している。 

その背景には、まず、産業支援人材の置かれている環境があげられる。産業支援

人材の多くは、①１年契約以内の非常勤、②個人の経験や資質に負うところが大きく、

採用後に研修がないまま業務についている、③評価システムが確立していないなどに

より、企業等のＯＢ人材に頼らざるを得ない状況にある。若年・中堅の産業支援人材

の場合、短期雇用契約の下、生活設計の中長期展望がないまま、不安を抱えながら

就労しているのが現状である。そのため、企業等ＯＢ人材を前提とした雇用環境を改

善し、若年・中堅層も能力を発揮できる環境を整備することが必要である。 

また、現在活躍している産業支援人材へのヒアリングによると、「このようなやりが

いのある職場があるとは知らなかった。」と回答する者が多く、偶然や限られた人脈の

中で発掘されており、新事業開発、産学官連携や社会貢献、地域貢献に関心を有し

ている者も潜在的に存在するにもかかわらず、こうした職場の存在が知られていない

ため、能力を発揮できる人材と活躍できる職場と間でミスマッチングがある。 

さらに、産業支援人材が直面する案件は多岐にわたり、自らの専門分野だけでは

解決できない場合も発生する。課題解決の経験やノウハウの蓄積と人脈の形成は非

常に重要であるが、産業支援人材は、様々な機関にわたっており、産業支援人材間

のネットワークができておらず、また、産業支援人材として身につけるべき知識やスキ

ルを習得できる実践的な人材育成が強く求められている。 

 

（５） 研究開発の成果としての知的財産への評価の機能の不足 

効率の良い研究開発を進め、その成果を活かすためには、技術の価値を正しく認

識することが重要。企業も、自らの技術を活用して事業化に向けた一歩を踏み出す際

に、技術の評価をアウトソースするケースが見られるようになった。 

しかし、知財に対する評価には、弁理士による調査など高いコストがかかり、必ずし

も十分な評価機能が供給されていない状況。例えば、研究開発型のベンチャー等、技

術は有していながら、会社としての資金調達に苦労している場面も多く存在するが、こ

れは、企業が持つ技術を、金融機関が正しく評価できていないことが原因と言える。 

 

（６） 科学技術や社会の変革に対する制度的取り組みの遅れ 

法規制によって、評価の次の段階である「試作」「実証」段階で足踏みし、イノベー

ションに結びつかない場合があり、実証事業による事業化に必要なデータの取得が

難しい。例えば水循環の技術では、法規制のために浄化槽の改造等を行うたびに認

可が必要とされ、実証事業が円滑に進捗させるためにも、改善が必要になっている。 
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また、最先端医療等の研究開発は、これまで関係各省がそれぞれの観点から助成

を行ってきたが、優れた研究開発成果を生み出し、又、当該成果を実用化・事業化し

ていくためには、政策ツールの集中的投入が必要である。 

規制制度は創設当初には予定しなかった事象の発生や技術革新の進展などによ

り、イノベーションを生み出すための障害として作用することとなるケースもある。した

がって、政策間の適切な調整が図られるメカニズムの構築が必要である。 
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４．先進的事例から学ぶ地域イノベーション政策のヒント 

以下に成功した地域の先進的な事例を示す。これらの事例は、それぞれの地域の

特徴や強さ等を活かし、成功したと考えられるため、他の地域でそのまま導入すること

ができるかどうか、また、導入しても成功するかどうかは不明である。しかし、なぜ成功

事例が成功事例となり得たかを各地域が自ら考え、自らの目標とモデルを築くことが

重要であり、成功事例をヒントとすることは有益であると考えられる。 

 

（１） 産業クラスター計画で構築されつつある事業化支援の仕組み 

① 大手企業と中小・ベンチャー企業との常設の商談支援の仕組み 

中小・ベンチャー企業、研究機関、大学等では、製品企画や技術開発が行われ

ているが、実際に商品として量産化、パッケージ化を図ろうとすると、費用やリスク

面が障害となり実現することが困難である場合が多い。一方、大手企業では、市場

での更なる国際競争力を確保するため、先進技術をもった中小・ベンチャー企業等

を求めているが、技術力、信用力等の見極めが困難であることが多い。 

近畿のネオクラスターでは、このように双方の抱えるジレンマを解消し、中小・ベ

ンチャー企業・研究機関・大学等と大手企業（関西圏大手１６社）が実効性のあるス

ムーズな連携を図る常設のマッチングシステム「情報家電ビジネスパートナーズ

（DCP）」を構築し、事業化支援を実施している。 

当該システムは、(１)書面による打診から実面談に進む２段階提案方式を採用し、

不採用でもレポートをフィードバックされること、(２)公的機関が推薦することにより

発掘とフィルタリング機能を有していること、(３)全国・全世界に申請窓口を設置し、

広域的なネットワークを構築している等の体制整備がされているため、申請件数も

設置後５ヶ月で１６０件を超えており成約実績も出てきている。 

 

② クラスター間連携によるバイオベンチャーの経営支援、ビジネス展開支援 

北海道バイオ産業クラスターと関西バイオクラスターは、平成１５年度よりバイオ

分野における新たなシーズやニーズの発掘を行うため、クラスター間連携による

「札幌BIOビジネスマッチング」を実施している。 

マッチングを成功させるカギは、牽引役となるキーマンの存在（クラスターマネー

ジャー）が不可欠であり、企業等のニーズに関する徹底した事前リサーチ、企業間

の事前調整等を行うことで、商談成功率が飛躍的に向上している。 

また、クラスターマネージャーがネットワークの結節点となり、バイオベンチャー等
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の経営・ビジネス展開の支援をした結果、４年間で約１１億円の商談成立額を達成

している。  

一方、クラスター間連携は、どのような仕組みで距離の離れた産学、あるいは、

産産のマッチングを実現するか、お互いの信頼関係を構築できるかなどの課題もあ

る。 

 

③ 海外展開事例 『成長著しい中国に対する環境ビジネスの促進』 

（財）九州産業技術センター（Ｋ－ＲＩＰ）では、環境・リサイクル産業分野における

クラスター形成を展開している。今般、持続可能な経済成長のためには環境との調

和は必要不可欠であり、世界トップ水準の環境技術を有する日本の環境クラスター

（３４０社）は、成長著しい中国の大連市（環境保護産業協会１７０社）、中国政府商

務部等と２００７年度にMOU締結し、中国を基盤としたアジア市場への進出を展開

している。 

２００８年３月には、ビジネス交流のために「九州・大連市環境ビジネスミッション」

を開催予定であり、更なるビジネス交流の促進が図られている。 

 

④ 都市エリア（文科省）の研究成果を産業クラスター計画（経産省）で事業化 

文部科学省の都市エリア産学官連携促進事業にて研究開発したイカの輸送技

術（水揚げ直後にイカの頭と胴をつなぐ神経を切断して活き締め状態にし、高酸素

減菌海水とともにパック輸送する技術）により、細胞レベルで生きた状態の高鮮度

イカを提供することに成功。 

一方、経済産業省で実施している産業クラスター計画において当該研究開発成

果を事業化するため、市場調査を実施するとともに「BIOジャパン」等の展示会に出

展し販路開拓事業を展開。 

このようにシーズからニーズへスムーズな橋渡しが行われた結果、首都圏におい

て従来の生鮮イカの５倍の高値で取引されるなどの成果に結びついた。 

 

（２） 大学を中核とした地域イノベーション拠点の形成 

① 地域のビジョンの共有とコミットメントによる地域イノベーション拠点の形成 

北海道では、北海道大学の北キャンパスを中心として、道内の産学官関係機関

が連携し、北大リサーチ＆ビジネスパーク構想を推進している。当構想は、平成１６

年７月、北海道大学、北海道庁、札幌市、北海道経済連合会、北海道経済産業局

の５機関により協定を締結し、北大北キャンパスを中心に、北海道内の産学官が
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連携して、それぞれの機関が持つ研究開発から事業化までの各種施設と仕組みを

集中的に整備、構築している。 

当該エリアでは、それぞれの機関が持つ研究開発から事業化までの各種施設と

仕組みを集中的に整備、構築し、既存組織の垣根を越えた一大地域イノベーション

拠点が形成、拡大している。 

平成１５年度から平成１７年度を第１ステージとして、インキュベーションモデル事

業やコア・コーディネータの設置、R&Bサテライト・ステージの創設等を行い、基盤機

能の整備を行った。平成１８年度から平成２２年度を第２ステージとして、事業化フ

ォーラムの運営等を行う等、パークとしての一層の機能の強化・事業化に取り組ん

でいる。 

北海道大学の共同研究数が平成１５年度に比べ平成１８年度には約１．８倍（２

０３件→３６２件）に増加し、北大発のベンチャー企業が３９社設立され、民間企業に

よる共同研究施設が設立されるといった成果が出ている。 

 

② 地域の産学官によるグランドデザインと一体的推進 
福岡県は、九州から、上海、新竹（台湾）、香港、シンガポール等の東アジア地域

を結ぶシリコン・シーベルト構想として、先進的なシステムＬＳＩ拠点形成を、九州大

学、九州工業大学等とともに、推進している。中核的な拠点施設として、「福岡シス

テムＬＳＩ総合開発センターを平成１６年１１月に整備し、人材育成、ベンチャー育

成・支援、研究開発支援、交流・連携促進及び集積促進を５本柱として一体的に推

進していることが特徴。 

福岡システムＬＳＩ総合開発センターには、九州大学のシステムＬＳＩ研究センター

が研究開発支援のため入居しているほか、福岡システムＬＳＩカレッジにより、日本

初の産学官共同によるシステムＬＳＩ技術者養成している。センター内には、ベンチ

ャー企業向けのインキュベートルームやベンチャー育成・支援のための設計ツール

からテスト検証ツールまでを備えた共用試作・検証ラボを備え、５２社のベンチャー

企業が入居している。研究開発については、知的クラスター創成事業により、組み

込みソフトウエアや車載半導体等のアプリケーション開発が行われている。 

隣接地には、ＪＳＴイノベーションプラザ福岡も立地して、連携して支援を展開して

いる。 

今までに、福岡システムＬＳＩカレッジは、４，０００名を越える技術者を養成し、福

岡県内のシステムＬＳＩ設計関連企業が５年間で５倍の１１０社が集積するまでに成

長している。 
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③ 大学を中心とした関係研究機関の集積による相乗効果 
京大桂ベンチャープラザは、桂イノベーションパークに立地しているインキュベー

ション施設で、床面積が約５，０００㎡、レンタルスペースが５５室となっている。近隣

には、京都大学工学部やＪＳＴイノベーションプラザが立地しており、相互に連携し

あいながら、先端・シーズ研究、商品・事業化促進研究等を行っている。 

京大桂ベンチャープラザ内に、「開放型実験室（京大サテライトラボ）」や「京都市

イノベーションセンター」が併設しており、京大桂ベンチャープラザのインキュベーシ

ョンマネージャーが中心になって、京大をはじめ、地域の大学と地域企業等とのネ

ットワーク形成、産学官連携等を推進する「桂COT事業」を実施している。 

京大桂ベンチャープラザのインキュベーションマネージャーが、入居企業からの

新規事業の相談を受けた際、ＪＳＴコーディネータとマッチングすることにより、ＪＳＴ

の「シーズ発掘試験」に採択された。他にも数件このような事例があり、近隣する施

設間の連携により具体的な成果が出ている。 

 

④ 大学のサテライト研究センター等を核とした地域産業活性化 

北上市は企業誘致により、工業集積を高めたが、下請依存型企業が多く存在し

ており、地域企業の自立創造型企業への展開を支援するため、岩手大学と連携を

行った。 

岩手大学は、平成１５年２月、国立大学初の金型に関する研究施設である工学

付属金型技術研究開発センター基礎研究部門を設置し、北上市からの寄附により、

平成１５年５月に同センター新技術応用展開部門を北上市にサテライトとして設置

した。業務内容としては、基礎研究部門では、金型に関する基礎的な要素研究を

実施し、新技術応用展開部門では、共同研究を進めることで地域企業における研

究開発の推進、地域企業のニーズに合った展開研究を共同で進め、具体的商品

の開発を実施する。 

５年間で地域企業との共同研究が１００件超、金型技術研究センター発ベンチャ

ー企業が２社創設、地域企業との共同研究による実用化製品６件といった成果が

出ている。 

 

⑤ 自治体主導による構想・計画 

地域産業の高度化と新産業創出の拠点形成のため、北九州市の主導により、

平成１３年に北九州学術研究都市が開設された。 
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国公私の理工学系の大学、研究機関及び企業の研究部門の集積や産学連携

の中核機関として、（財）北九州産業学術推進機構の設置し、地域産業の頭脳とな

るべき知的基盤の整備を行っている。 

理工系の大学・研究機関、企業の研究部門を同一のキャンパスに集積、進出大

学の教育・研究理念の共通化、キャンパスの一体的な運営、施設の共同利用、研

究者・教員・学生相互の交流と連携といった特徴がある。 

アジアに近いということもあり、アジアの橋渡しとなる留学生が多数在籍し、中国

の精華大学が研究室を開設する等、アジアの頭脳の集積により、アジアの中核的

な学術研究拠点の形成が推進しつつある。 

民間企業５２社（うち、ベンチャー企業１１社）が進出し、特許出願数３９２件以上、

移転件数１１４件になる等といった成果が見られる。 

市の強力なリーダーシップ発揮と産学官によるビジョンの共有と実践が成功に結

びついたと考えられる。 

 

（３） コーディネータ人材による産学連携コーディネート、起業家支援、事業化支援 

 

① 大学・ＴＬＯ等における産学連携体制の強化 

立命館大学は理工学部の移転を契機として、１９９５年に、大学初の産学官連携

を専任で行う組織であるリエゾンオフィスを設置し、窓口の一本化と研究関連業務

を一元化したワンストップサービスが提供できる体制を整えた。また、教員と職員が

一緒に企業を訪問し、積極的にニーズを取り込み、大学のシーズとマッチングさせ

る「コンサルティング型」産学官連携のスタイルを確立した。 

２００６年４月、産学官連携支援機能としてのリエゾンオフィスを知的財産マネジメ

ント機能、インキュベーション機能、研究支援機能を集結させた理工リサーチオフィ

スとして改組し、研究の入口から出口までを１つの組織で一貫として取り扱うことに

なった。総勢約１００名体制の規模に拡充し、また、産学官連携のプロフェッショナ

ル「テクノプロデューサ」の養成にも取り組み、２０～３０代の文系出身コーディネー

タが活躍している。 

外部研究資金の獲得額の増加やベンチャー企業入居数が増加する等の成果が

出ている。 

また、経済産業省が行った調査（大学等に対する産業界からの評価）において、

２００４年度、２００５年度に連続トップになる等、立命館大学の産学官連携活動は

産業界からの評価も高い。 
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② 市行政の産業振興策と民間出身の常駐コーディネータによる起業支援 

花巻市起業化支援センターは、経営・技術・営業等の専門知識を伴った支援と

異動により阻害される継続的な支援の確保を狙いとして、開設当初（平成８年）から、

民間企業からスピンアウトの常駐コーディネータを配置した。 

入居型のインキュベーション施設であるとともに、市の内発型の産業振興策の中

核的機能を担っている。卒業企業３２社のうち、市内に自社工場を展開した企業が

４社、賃貸施設に移転した企業が７社と市内定着率は約３５％で、新規雇用はのべ

３００人を越える雇用を創出しており、入居企業の従業員は、常に総勢１００名程度

となっている。 

花巻起業化支援センター、花巻市ビジネスインキュベータ、花巻市賃貸工場の３

施設が連携し、３名の常駐コーディネータによる総合的な支援を行っている。平成１

９年２月には、岩手大学の花巻サテライトを開設し、地域企業への研究開発支援機

能を追加した。 

 

 ③ ビジネス・インキュベータによる入居から卒業までの一貫支援 

大阪市都市型産業振興センターでは、国、大阪市の助成を受け、創業期まもな

い研究開発型企業を支援する島屋ビジネス・インキュベータを１９９０年７月に開設

した。貸室数３１部屋で、スタートアップ期の経費負担軽減に配慮した傾斜家賃制

度を導入している。 

経営担当と技術担当の２名の常勤インキュベーションマネージャー（ＩＭ）による密

着型の育成を行っている。特に、経営担当のＩＭは民間出身であり、同一ＩＭによる

入居から卒業までの長期的育成プログラムの提供が行われている。 

入所企業数は２２社であり、入所企業の売上高増加額は、１２．９億円（昨年１年

間の増加額は２億円）という成果が出ている。卒業企業は７６社、大阪市内定着率

は５７．９％（生存企業数では、６９．８％）といった地域への経済波及効果も出てい

る。 

 

（４） 公設試の先進的取り組み 

 

① 愛媛県紙産業研究センター、高知県立紙産業技術センター 

全国に４つの自治体（静岡県、岐阜県、愛媛県、高知県）が紙関連公設試機能

を持っているが、愛媛県紙産業研究センター、高知県立紙産業技術センターは紙
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関連産業支援に特化した公設試である。 

四国には、四国の全産業の１１％、全国紙産業の１２％を占める紙産業の集積

があり、ニッポン高度紙工業（株）や阿波製紙（株）といったニッチトップ企業の存在

がある。 

そうした産業集積の特徴にあわせ、自治体が公設試への設備投資等の拡充を

行った結果、両公設試は、年間数千件の依頼試験を実施しているが、そのうち半

数を県外企業が占め、全国から頼られる存在となっている。平成１８年度実績では、

愛媛県紙産業研究センターが１，３７７件の依頼試験実績のうち、県外が５６８件（４

９％）であり、高知県立紙産業技術センターが２，７１０件の依頼試験実績のうち、

県外が１，１６９（４３％）である。 

また、紙産業が必要とする技術の研究に対しては、大学等では体系的な教育・

研究機能がないため、公設試が行う研修には、四国内外の企業や印刷局の職員

の受講者が多いことなど、特化した公設試の技術蓄積、設備、研修等への期待が

大きい。 

成功の要因として考えられるのは、自治体が特定産業の集積を背景に公設試整

備を継続し続けたことである。 

 

② 岐阜県生活技術研究所 

岐阜県生活技術研究所は、家具・装備品製造業への技術支援等を行う公設試

であり、従来から、地域企業の要望等により、家具強度試験器やダブルチャンバー

式環境試験室等の製品評価のための機器を先導的に導入してきた。 

全国各地での講演や技術相談・指導の希望にも対応しており、また、依頼試験

や試験施設開放の県外の希望者に対しても、体制の整っている限り対応している。

依頼試験では、全利用者のうち、２０％が県外企業であり、開放試験施設では全利

用者の５０％が県外企業である。 

県外企業からの技術相談や依頼試験等の対応により、業界の課題、動向の情

報を得られ、また、依頼試験への対応は、部品メーカーが多い岐阜県内企業の取

引先への支援にもつながっている。 

木材、家具への焦点の絞り込みと積極的な県外企業の受入を行ったことが成功

の鍵であったと考えられる。 

 

③ 独法化による柔軟な経営の実現と企業ニーズに合致したサービスの充実 

岩手県工業技術センターは、知事の主導により、平成１８年４月に全国初の公務
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員型の地方独立行政法人に移行した。 

独立行政法人となったことで、理事長の裁量権が増え、技術環境の変化に応じ

た予算の執行、タイムリーな競争的外部資金へ応募が可能になった。裁量権の拡

大は、同時に自立やチャレンジ、存続への危機意識につながり、職員等の意識改

革が行われた。競争的外部資金への応募が可能となったことで、競争意識が働き、

自己収入の増加により、マンパワー、設備、研修の強化につながった。 

また、開館時間の延長や研究員派遣、受託・共同研究の開始時期の随時化、複

数年契約が可能になる等、企業へのサービス対応が柔軟になった。 

そうしたサービスの拡充により、年間来所者が平成１４年度に比べ、独立行政法

人化した平成１８年度は約１．５倍（７，４６６人→１１，１９７人）となり、外部資金獲

得額が増加する等、着実に成果があがりつつあるといえる。 

また、平成１９年度に岩手県工業技術センターが、顧客企業に対してのアンケー

ト調査を行ったところ、独立行政法人になる前に比べて「悪くなった」という答えはな

く、「良かった」と「どちらとも言えない」の回答が合わせて約９７％となる等、着実に

企業支援の強化につながっているものと考えられる。 

独立行政法人化を行ったことにより、職員が存続への危機意識と自立心を持っ

たこと、知事の前向き姿勢により、「企業様支援の強化」といった目標の達成につな

がり、大きな成果をあげていると考えられる。 
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５．地域発イノベーション創出に向けた政策の基本的考え 

 

○ 「連携」、「オープン」、「集中」をキーワードとする地域発イノベーション創出の加速 

～ 「（仮称）地域発イノベーション加速プラン」の推進 ～ 

人口減少と少子高齢化が進み、国や自治体の財政的制約が高まる中にあって、地

域経済の活性化は、喫緊の課題である。中でも、地域発イノベーション創出は、地域

において国際競争力ある新事業・新産業の創出を促し、内発型の経済成長に寄与す

ることから、期待が大きい。一方、地域における大学、研究機関、公設試等の研究試

験設備、人材等の研究開発資源を、従来にも増して効率的に活用する必要性に迫ら

れている。 

こうした制約を克服し、地域活性化を実現していくためには、各関係機関が従来の

ような縦割りを排除し、地域それぞれの特徴を活かした「強み」に資源を集中させつつ、

「弱み」を互いに補完し合う関係となるよう、地域に存在する資源の「選択と集中」を推

進することにより、地域発イノベーション創出を促進することが重要である。 

また、各地域は人口、産業、技術、自然、歴史、文化など極めて多様である。した

がって、地域は、それぞれの地域の特徴を踏まえた主体性のある「地域の構想」を共

有することが求められている。そして、国は、こうした地域の主体的な取り組みを、強

力に後押ししていくべきである。 

地域発イノベーション創出を加速するため、 

① 【連携】産学官連携ネットワークの一層の充実連携、 

② 【オープン】既存組織の垣根を越えた研究開発資源（研究試験設備、人材等）

の地域企業・ベンチャー等への利用開放の促進、 

③ 【集中】持てる潜在力の最大活用と結集  

を施策の柱に、以下の施策をパッケージとして推進し、施策の「最大燃費効率」と持

続的・自立的な地域経済活性化を実現していくべきである。 

 

（１） 地域クラスター施策の更なる推進と成長 

地域から自律的、連続的なイノベーション創出を促進していくためには、コアとなる

産学官の人的ネットワークを中心に地域の特色や強みに裏打ちされた、国際競争力

あるクラスター形成が必要不可欠である。 

今後、クラスター成長の糧となる研究開発資源の強化・有効活用とともに、研究シ

ーズと市場ニーズの組み合わせの可能性を高め、海外も含めたより広域の連携（クラ
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スター間のネットワーク）を実現していく。そのため、地域の関係機関がシーズ創出か

ら事業化に向け、様々な施策を活用しつつ重層的に展開していき、イノベーション創

出の「苗床」機能を高めていくことが極めて重要となる。 

各地域が、イノベーション創出に必要なすべての資源を揃えることは難しい。したが

って、各地域の特徴や強みを活かすクラスター形成を、地域の産・学・官が一丸となっ

て推進するとともに、地域内に不足する資源は、海外も含めた他地域のクラスターと

連携・補完するという発想で、クラスター形成、すなわち、イノベーション創出の「苗床」

づくりを推進していく必要がある。また、そうした連携・補完を促進していくため、地域

のイノベーション創出を担う支援機関等が全国的にネットワークしていくことも必要で

ある。 

世界各国の成功事例を見れば明らかなように、クラスター形成は、一朝一夕に形

成されるものではなく、２０年、３０年という長い期間を要する。したがって、クラスター

の推進にあたっては、短期的な成果のみを追求するのみでなく、中長期的視点に立っ

た取り組みが必要である。一方、クラスターの進展度合いやパフォーマンス、経済状

況変化等に応じて施策を不断に見直し、地域のニーズ・課題に合致できる地域クラス

ターとしていくことが求められる。 

研究開発の成果をイノベーション創出につなげ、ビジネスの拡大、経済成長を実効

あるものとしていくためには、地域における研究開発を、より社会のウォンツ（大学の

研究室やメーカー主導ではなく、市場や消費者の視線からの真のニーズ）に根差した

ものとして行く必要がある。こうした観点から、知的クラスターと産業クラスターのより

緊密な連携や、ポスドク人材等の大学から企業への中長期派遣の推進などにより、

社会のウォンツを研究開発段階へ反映できる仕組みを検討すべきである。 

産業クラスター計画は、現在、第Ⅱ期成長期の３年目を迎えようとしている。各産業

クラスター・プロジェクトからは、「情報家電フォーラム」などの常設のビジネスマッチン

グやクラスター間連携などの仕組みが生まれてきている。これからは、クラスターの機

能を高める各産業クラスター・プロジェクトの事業強化と他産業クラスター・プロジェク

トへの展開を図っていく。 

 

○ 強力な事業化支援モデルの展開 

優れた技術やアイデアを持ちながら、資金不足や販路（チャネル）不足に悩む地

域・中小企業と、大手企業を結びつけるための実効ある仕組みを主要業種におい

て構築する。これにより地域・中小企業にとってのオープンでわかり易い「販路への

可能性」を提供しつつ、地域・中小企業の意識や能力の底上げも図る。 
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具体的には、情報家電フォーラムのような大手企業と中小・ベンチャー企業との

常設の商談支援の仕組みを主要業種において構築していく。 

 

○ クラスター間連携など産業クラスター計画の広域的・国際的展開 

産業クラスター計画は、主に地域内において、中堅の中小企業・ベンチャー企業

等と大学、研究機関等との人的ネットワーク形成に資する事業を推進し、イノベー

ション創出の「苗床」を形成してきた。現在では、地域内の産学官連携に留まらず、

地域を超えた広域的な連携のニーズが高まってきており、バイオ、情報家電、環境

などの分野で、個別にクラスター間連携が進みつつある。 

このような広域連携は、各産業クラスター・プロジェクトがそれぞれの強み・弱み

を相互補完し、全国的にネットワークが広がることから、「産業クラスター計画」は、

「ナショナル・イノベーション・システム」の一翼を担うことも可能となる。また、かかる

観点からは、各地に存在する産業支援機関、各クラスターの推進機関、研究開発

支援機関等産業クラスター計画に参画する各機関の有機的連携を一層強化する

ことが求められる。海外展開を希望するクラスター企業に対しては、ＪＥＴＲＯの海外

事務所や支援事業を活用し、海外クラスターの情報収集、現地でのサポート等を

実施し、海外クラスターとの連携を図る。 

 

○ 知的クラスターと産業クラスター等関係地域クラスターのより一層の連携強化

によるシーズ創出から事業化に至るシームレスな支援 

産業クラスター計画は、２００２年より文部科学省が実施している知的クラスター

創成事業等と合同成果発表会、産業クラスター会員企業に対する知的クラスター

で生み出された技術のプレゼン発表会、地域クラスター推進協議会等を開催してい

る。 

知的クラスターから生まれた研究シーズと産業クラスターに参加する企業のニー

ズとをつなぎ、成果を出していくには、産業クラスターの参加企業のニーズにマッチ

した知的クラスターの研究開発テーマを発掘したり、企業のニーズを研究開発に反

映させることが重要であるため、両クラスターの中核を担っている者による定期的な

キーマン会議を開催したり、クラスター・プロジェクト間において協力協定等を締結

するなど、一層の連携強化を図るべきである。 

そうした両クラスターの中核的人物を介した交流・連携事業の実施などを通じて、

シームレスなイノベーション創出の仕組みを作っていくべきである。 
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（２） 大学等のポテンシャル（知財含む）を活かした地域活性化の推進 

地域においては、大学は「知の拠点」でありイノベーション創出の拠点である。国

内外の先進事例を見ても、イノベーション創出の拠点として大学が果たす役割は大

きい。地域の大学は従来にも増して、地域の特色や強み、社会のウォンツ等に目を

向けつつ、新規事業、新規産業創出を通じた地域活性化に、より大きな役割を果

たすべきである。また、公設試は、地域の中小企業の技術力向上と技術・製品の

開発に貢献しており、地域・中小企業のニーズに的確に応える特色ある公設試の

機能向上は重要である。 

 

○ 大学を中心とした産学連携集積拠点の形成 

地域の最大の知的リソースである大学は、産業界、地域との連携強化を模索し

ている。特に、旧国立大学は独立行政法人への移行後、その多くが特色と競争力

ある大学づくりのためその動きを加速している。産業界は、グローバル協創の激化

の中、先端技術開発分野における大学との連携強化を図ろうとしており、地域は、

地域活性化を目指し、大学の有する各種リソース等（人材、シーズ、施設等）に対し

て大きな期待を寄せている。しかし、大学等の知見を産業に活用するための拠点

の不足等から産学連携は未だ十分とは言えない。また、大学も財政的制約等から

地域から要請のある、大学の有する機器の利用開放、地域課題解決のための研

究人材活用等を十分行えない状況にある。このため、国は次のような支援措置を

検討すべきである。 

 

① 大学と連携し産学連携の拠点となる施設を重層的に整備 
大学の敷地内に、大企業も含めた産学の共同研究等の空間となるインキュベ

ーション施設を重層的に整備する。 

 

② 地域活性化の拠点となる大学の施設支援 
大学が、地域企業に対しその有する試験研究機器の利用解放を促すためのオ

ープンファシリティや地域課題解決のための現地リサーチラボ等を整備する場合

に支援を行う。 

 

また、北海道大学の先進的事例に見られるように、関係府省、自治体、地域経

済界、大学等の連携の下、大学を中心とした一定の地域に、各種施設の集中的整

備を図り、地域イノベーション拠点の形成と集積効果の最大化を目指していく視点
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も重要である。 

 

○ 地域・中小企業の技術的課題・ニーズに対応する公設試の機能向上 

公設試は地域の中小企業に対する技術指導、技術相談、依頼試験等の基本的

サービスを通じて中小企業の技術力向上と技術・製品の開発に貢献している。こう

した活動を通じて地域・中小企業の技術レベルと地域企業固有のニーズを把握し

ており、今後さらに顧客となる中小企業を増加させるとともに、中小企業を巻き込ん

だ産学官連携において公設試がコーディネータ役を果たしていくことが期待される。 

例えば、農商工連携推進のために農林水産系、環境衛生系、鉱工業系の公設

試が連携すること、ものづくり基盤技術の開発で公設試間の協力により地域をまた

がるプロジェクトの形成を行うといった新たなネットワークづくりが、地域によっては

予算・人員の制約を受けている公設試の新たな事業展開につながると思われる。 

国においても、(1)フルライン指向を排し、「選択と集中」により地域固有の要請に

対応した特色のある公設試の実現に向けた機能強化、(2)基礎シフトを脱し、実践

指向の支援への転換、(3)試験等設備への依存を脱し、コーディネータ役を果たす

などのソフト支援手法を高度化させニーズに対応、という動きを支援していくことが

重要である。 

このため、地域のニーズを踏まえた特色ある産学官連携プロジェクトの形成にお

いて、公設試が中小企業、大企業、大学、支援機関等が連携する際のコーディネ

ータ役を果たし、事業化に至るまでのソフト支援、取得設備の研究開発終了後の活

用等を地域の拠点として担うことにより、技術の事業化までの中小企業支援環境

（人材・設備）の整備も行えるような支援策を国も推進すべきである。 

公設試が地域ニーズに的確に応えていくためには、公設試間の連携だけでなく、

大学、産総研、中小機構等の支援機関とのつながりの強化も重要である。平成２０

度より開始される地域イノベーション共同体形成事業に、地域の中小企業支援に

重要な役割を担う公設試が参加することにより、地域での研究開発資源の相互活

用と企業へのきめ細かな支援サービスの強化が図られる。 

公設試自体も経営努力により人材、設備を含む事業環境の整備を行い、中小企

業向けのワンストップサービス（地域力連携拠点）においても、引き続き、中小企業

に密着して技術的支援を担う重要な機関として機能を果たすべきである。 

   

○ 幅広い課題に対応する公設試の人材育成及び知的基盤の充実 

上記のような課題に公設試が応えていくためには、研究員、職員の幅広い知見、
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組織を越えた人的ネットワークが必要となるが、自治体単独ではこうした人材育成

は困難である。 

中小企業大学校を活用し、経営・技術の両面における幅広い知見を習得する研

修は有効であり、一定期間全国公設試の若手研究員が会することで、横断的な人

的ネットワークが形成され、広域的な連携構築のきっかけとなることも期待される。 

産総研研究員と共同して研究開発を実施することにより、自己研鑽と人的ネット

ワークの形成を図ることが有効である。そのため、産総研が新設した公設試研究員

の数ヶ月までの短期の招聘を含む共同研究開発制度を充実させることは重要であ

る。また、欧米への製品輸出に対する中小企業の技術ニーズとして、ものづくりプロ

セスに対する検証可能性（トレーサビリティー）の確立が重要な課題となっている。

このため、産総研の計測・標準に関する技術ポテンシャルを活用した公設試研究

員へ技術研修を実施し、公設試研究員が地域イノベーションに挑戦する中小企業

のトレーサビリティーの確立に貢献することは極めて有効である。 

 

（３） 地域の研究開発資源のオープン化の推進 

○ 研究開発資源の結集・共有化 

地域における大学、国立研究機関、ＴＬＯ、公設試等の各研究関連機関が、従

来のような縦割りを排除し、それぞれが持つ研究開発資源の有効活用と地域とし

ての強みを発揮できる分野を特定して、地域として戦略的な互恵関係を構築してい

くには、地域の各研究機関が有する研究開発資源とインフラの集積状況を把握し、

戦略的な「選択と集中」と「競争と協創」ができるための相互の信頼醸成が不可欠

となる。 

そのため、先ずは短期間でパートナーシップのメリットを具体化するため、地域の

関係研究機関が、設備機器や人材等研究開発資源の相互融通や企業へのサー

ビスの「ワンストップ化」を実現する体制の構築を図る。来年度新規事業として開始

する「地域イノベーション協創プログラム」の一貫として、地域イノベーション創出共

同体形成事業により、各地域ブロックに、（仮称）地域イノベーション共同体が形成

されるが、本事業を第１段階として、関係機関相互の信頼醸成を進め、より本質的

な「選択と集中」に向けた認識の共有とその実現を図っていくなどのアプローチが現

実的である。 

なお、研究開発資源の利用開放にあたっては、先進事例のように、当該地域に

限定するのではなく、全国レベルで企業への開放利用を進めることが重要である。

全国への広域的利用開放が、当該機関の機能を更に高め、地域の強み・特徴を
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発揮できるようになり、地域の得意とする分野をより強化する方向に働くことから、

全国的に「オープン」していくべきである。そうすることで、イノベーション創出を支え

る新しいインフラとして我が国全体の国際産業競争力強化と地域経済活性化が車

の両輪となる。 

 

○ 「試験研究設備」（政府研究開発委託で購入した設備）の大学、公設試、ＢＩ等

での共用設備化、オープン利用化 

地域のイノベーションを加速するには地域に散在する研究開発資源とインフラを

大学、公設試、ビジネス・インキュベータ等へ集約・共用設備化し、イノベーションの

燃費効率を最大限高める必要がある。 

国の研究開発委託費で取得した設備機器（国有財産）のほとんどは、事業終了

後から国によって管理換や売払、廃棄されるまでの間、事業者や大学等へ試験研

究等を行うことを目的として無償貸与されている。 

現状においては、当該設備機器は貸付先が行う試験研究等のみしか使用が許

されず、他の企業の利用ニーズがあるにもかかわらず、やむを得ず休眠している場

合があり、地域の資源の有効活用が図られずにいる。したがって、研究開発委託

費で取得した設備機器のオープン利用化可能とするための所要の制度整備を行

い、大学、公設試等への集約・共用設備化を促進することが必要である。 

 

（４） 地域イノベーションを担う産業支援人材の発掘・育成・交流 

 

○ コーディネータ人材支援ネットワークの形成と全国のコーディネータ市場の「見

える化」の実現及び実践的研修の実施 

地域のイノベーションを担う産業支援人材は、様々な機関で、活躍しているが、

「質の高いコーディネータがいない（巡り会えない）」との地域の声は依然大きい。 

その背景には、 

（１） 地域に様々な呼称のコーディネータが関係機関に散在し、ニーズと人材

が的確にマッチされる仕組みがない。 

（２） 質の高いコーディネータが適正に評価、流通する人材市場が確立されて

いない。 

（３） 各地のコーディネータ間で、スキルやノウハウ、人脈等を共有する仕組

みが確立していないため、個々のコーディネータの能力は依然属人的な

「コネ」に依存。 
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こうした実情を解決するためには、地域の各関係機関に存在するコーディネータ

人材を全国レベル、地域レベルでつなぐネットワークを構築し、スキルやノウハウ等

の共有、蓄積を図るとともに、お互いに専門分野を補完しあう関係を構築し、地域・

中小企業からの相談や要請に、コーディネータが適切に対応できる支援体制を実

現してくことが必要である。 

具体的には、地域ブロック毎にコーディネータ人材間のハブとなりうる「つなぎ役

コーディネータ」を配置したコーディネータ・ネットワークを構築することにより、各地

に散在しているコーディネータ人材を支援する体制を全国レベルで整備することが

考えられる。 

また、全国レベルでのスペックに応じた人材流通を実現させるため、コーディネー

タ人材に関するポストやニーズに係る情報を、志望者と雇用者の双方で共有できる

仕組みを構築することで、コーディネータ市場の見える化を図る。 

産学官連携による新事業・新産業創出を担う既存のコーディネータ人材のスキ

ルアップ及び新規参入者のための初期研修を目的として、ＯＪＴやインターンシップ

等を通じた実践力を有するコーディネータ人材を育成するための研修を実施する。 

 

○ ポスドク人材等の企業への中長期派遣の推進 

大学からの短期間のインターンシップは従来から行われているが、大学にいる人

材、特に理工系のポスドク人材等の中長期の受入のニーズが出ている。製品開発

型の中小企業・ベンチャーは、新事業創出・既存技術の高度化を行う案件を有して

いても、技術開発等を担う技術者の不足を課題として感じており、大学院生やポス

ドク等を中長期的に、地域の企業へ派遣することで、企業ニーズと大学シーズのマ

ッチング率を高め、産学連携による事業化への取り組みを促進することが可能であ

る。 

 

○ 産業支援機関、大学知財本部やＴＬＯ等の産学連携関連部署、産業界、ＶＣ／

地銀等の金融機関の間での人材交流の促進 

今まで交流の少なかった産業支援機関や大学等とベンチャーキャピタルや地域

金融機関等が人材の相互派遣を行うことで、研究開発側と事業化支援側の相互

理解と人的ネットワークの拡大が期待される。人材の相互派遣により、コーディネー

タ人材の流動化とコーディネータ人材への新たな参入の可能性が増大するとともに、

シーズ創出から事業化までのシームレスなイノベーション創出の実現にも資するこ

ととなる。 
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（５） 実効ある「選択と集中」、「競争と協創」を実現する制度改革等  

○ 研究開発の成果が実証されるような取り組みのための新たな対応 

イノベーションの加速には、優れた技術を生み育てるとともに、その技術が社会

に受容されるための制度改革を図る必要がある。このため、特定地域において、研

究開発の推進と併せ、制度的課題を解決する先駆的取り組みを行う「スーパー・テ

クノイノベーション特区」の創設を検討する。 

戦略的分野において内外の優秀な人材を集約し産学官連携で行う研究開発の

テーマと主体を公募により選定し、関係各省が連携して資源の重点配分を行うとと

もに、生み出された技術の国際標準（デファクト、デジュール）の創製や、当該エリア

における住民の参加を募る等の取り組みを実施。併せて、制度的課題の解決に向

けて制度所管官庁との間で継続的に調整を行い、特許の早期審査制度の活用、

様々な行政手続の迅速化等を図ることで社会への定着、ビジネスモデルの確立を

図る。こうして、特定のテーマ、地域への「選択と集中」を進め、当該地域がその技

術の研究開発に関するメッカとなること、他地域との差別化された技術を追求しつ

つ、地域における産学官連携による「競争と協創」を実現することで、イノベーション

の更なる加速を目指す。 

 

○ 委託で取得した財産の処分の緩和（無償貸与等） 

国の研究開発委託事業（例えば、「地域新生コンソーシアム研究開発事業」等）

で購入した機器の一部は、事業の受託者だけでなく、地域の企業、研究機関等か

らも利用の要望がある。しかしながら、国から公設試、大学、産総研等への譲与は、

「物品の無償貸付及び譲与等に関する法律」等の法令で禁止されているため、公

設試等から企業、研究機関等の利用開放はできない。国の委託で取得した研究機

器を、大学、公設試等が、地域のベンチャー企業、研究機関等への利用開放を行

うことができるよう所要の見直しを行うことで、国の財産の有効活用と研究開発能

力の向上による地域のイノベーション創出を後押しすることが可能となる。 

 

○ 国立大学等の出資規定の緩和 

地域発のイノベーションを創出していく上で、大学や産総研等の研究機関におけ

る最先端の研究成果の実用化が期待されている。研究成果の実用化を行う上で、

ベンチャー企業の役割は非常に大きい。ただし、大学発、産総研発のベンチャー企

業の大きな問題は、創業間もないことから資金調達が厳しい点である。このため、
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研究成果の普及及び活用の促進の観点から、大学や産総研等の研究成果を活用

したベンチャー企業等に対しては、国立大学や産総研の出資に関する関連法令等

を見直し、知財や設備の現物出資を含めた総合的な支援ができるような仕組みの

検討が必要である 

 

○ エンジェル税制の活用による地域ベンチャーの活性化 

平成２０年度のエンジェル税制の改正によって、投資時点において、投資額の一

定金額まで、その年の総所得金額等からの控除が可能となる。ベンチャー企業の

成長は、地域の新事業・新産業の創出や雇用の拡大に大きく寄与するものであり、

エンジェル税制の活用により、地域の潜在的な投資家が、地域のベンチャー企業

への投資インセンティブにもなるものであり、地域のベンチャー企業にとっても、資

金調達環境の改善に寄与し、いわゆる「地金地投」（地域の金が地域に投資され、

地域活性化に好循環をもたらす）が期待され、地域発イノベーション創出の支援と

なる。 
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（参考） 諸外国における取り組み 

 

（１）各国のクラスター（地域クラスターは、世界の潮流） 

１９９０年代後半以降、欧州ではクラスター政策が盛んとなってきた。この背景として

は、ＥＵ統合によるボーダーレス化を背景として、一国よりも小さい地域的単位で地域

発展を図ることがかえって重要になってきたことがある。この動きは、ますます拡大し、

２０００年代以降は米国の諸州、アジア諸国においてもクラスター政策への取り組み

が始まっている。 

一般にクラスター政策は、一定の地域的範囲において、イノベーションの創出環境

を改善するための政策である。具体的には、大学や研究機関、企業の集積をもとに、

相互の連携・交流の場づくり、研究開発資金の投入、対象分野に則した VC の設置、

企業に対する相談サービスの提供、企業・人材誘致など総合的に政策を講じながら、

クラスターとしての競争力を高めることになる。 

世界のクラスター政策の事例において対象分野はハイテク分野、ローテク分野等

様々であり、旗振り役も自治体、大学、産業団体など様々である。政策の重点につい

ても、国全体のイノベーションの活発化、特定地域の地域振興など多様である。海外

へのアピールを積極的に行っているクラスターも多い。 

 

（２）地域における大学・研究機関企業間のシナジーの発揮 ―ドイツ・フラウンホーフ

ァー協会― 

ドイツでは、専門特化した公的研究機関が全国に分散配置されているのが特徴で

ある。このうち、応用研究を役割とするフラウンホーファー協会の研究所は、２００４年

現在ドイツ国内に５８、米国に８の研究機関、それ以外の国々に海外事務所を有し、

総勢１２，７００名ものスタッフを抱える。 

同協会は、ドイツにおいて地元の大学、企業等と技術面、人材面で活発に連携・交

流しており、地域における大学・研究機関・企業間のシナジーを発揮している。具体的

には以下のような特徴がある。 

 

・ 大学との隣接、連携 

同協会の多くの研究機関は大学に隣接しており、研究所の職員は、大学教員が

教職と兼任している場合、学生が勉強を兼ねて勤務している場合も多い。 

・ 人材の流動による産と学の技術移転 

同協会の研究機関における実際の研究活動は大学教員や学生が行っている
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場合が多く見られ、それ自体が産学連携の一端。同協会の研究所はそれぞれ、

主に地元の大学と強いつながりを持っており、研究員にもそれらの大学教員・学生

が多数兼務している。こうした協力体制により、大学での基礎研究を顧客へのサ

ービスに反映することが可能になり、他方大学側から見ると企業からの受託研究

を通じて、業界における研究ニーズの把握が可能になる。 

・ 企業の研究アウトソーシングに対応する受託研究 

同協会は企業からの受託研究を重視しており、受託の約半数が中小企業から

のものである。企業における研究開発のアウトソーシング先の受け皿として研究

開発のスピードアップに寄与している。 

 

（３）企業的経営による産業支援サービス ―フィンランド・オウル― 

フィンランド・オウルでは、サイエンスパークの運営は民間企業としてテクノポリス社

が設立され、インキュベート活動を行う。テクノポリス社には起業家経験のある人材が

ＣＥＯとなり、企業に実践的な業務支援を実施している。公的機関が「役所的でない」

運営を協力に推進したことが成功の要因である。 

 

（４）地域におけるベンチャー支援の民間ネットワーク ―米・オースチン― 

米国・オースチンにおいては、地域の旗振り役（コズメツキー氏）の下、１９７０年代

から起業家支援コースの設置、半導体研究機関の誘致、オースチン・テクノロジーイ

ンキュベータの設置などを進めた結果、１９９０年代にはＩＴ企業が多数集積するように

なった。さらには、地域の民間投資家のネットワークを組織し、ベンチャー企業への投

資の循環の仕組みを構築することに成功した。 

 

（５）世界中から人材を集める仕組み ―米・シリコンバレー― 

米国・シリコンバレーでは、「知」の創出拠点として、スタンフォード大学敷地内に企

業向けの用地、大学の隣接地にリサーチパークがある。９０年代には世界中の大企

業が研究所を建設し、産学が密接に連携している。今、ハイテク企業を中心に、５，０

００社（製造業１，５００社、研究開発・サービス業２，０００社）、多数の VC（全米の４割

の VC マネー）が集積している。 

そして、企業人としてのネットワークだけでなく、私人としてのNPO等の人的ネットワ

ークも発達しており、ビジネス面での人的交流を円滑化させている。 

シリコンバレーに中国系、インド系エンジニアが多数居住しており、１９９０～９８年に設

立された起業の２７％は中国人とインド人による。彼らが米国・本国とつなぎつつビジ
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ネスを実施している。このように、シリコンバレーに世界中から人材を集め、様々な人

的ネットワークが充実している。 

 

（６）リサーチパークの機能の複合化 －米国の大学リサーチパーク－ 

米国では大学隣接型のリサーチパークの長い歴史がある。１９６０、７０年代までは

テナントとしての企業の招致を重視していたが、現在では“Grow Our Own”と言われる、

インキュベーションや起業家支援に力点を置いている。８００近い企業がパークインキ

ュベーター出身で、１／４の企業はパーク内に留まる。事業失敗は１３％のみで、地域

を離れるのも１０％以下である。 

近年の傾向としては、過去３０年間安定したペースでリサーチパークは成長してい

る。パークの多数は校外にできているが、都心での開発も増加している。リサーチパ

ークは地域発のビジネス拡大、残留を促す効果的なツールとして位置づけられ始め、

さらなるサポート機能の強化に取り組んでいる。 

 

（７）博士課程学生と企業との連携 －英国・ＣＡＳＥ（Cooperative Awards in Science 

and Engineering）－ 

英国では、大学院生とポスドクの水準を向上させることおよび、研究者が不足し、

採用が困難となっている重要分野での人材を増やすことを考慮。また、研究の能力や

経験を必要とするキャリアを目指す学生、院生がより相応しいトレーニングを受ける機

会を増やすことによって、企業にとっての彼らの魅了を増すことを考慮し、産学官の連

携により大学院レベルにおける学生支援の主要なプログラムが行われている。学生

は大学と企業の監督下で研究し、博士号を得る。 

学生にとってのメリットは、財政的な支援を得られると同時に、企業での経験をつか

むことによりエンプロイアビリティを高めることである。企業にとっては、将来採用する

学生を確保することにつながる。大学にとっては財政基盤の拡充のみならず、教育、

研究を産業や社会の要求によりよく応えるものにすることができる。 

 

（８）アジアにおける産学連携、クラスター形成 -中国中関村における企業・人材誘致

と優遇措置- 

中国の中関村技術園には中国最大のＩＴ企業である聯想集団を始め多数のＩＴ産業

や研究所が集積し、中国のシリコンバレーと呼ばれている。１９８８年に北京新科学技

術産業開発試験区が設立されて以来、ハイテク・センターとして発展し、２００１年の従

業員数は約３５万人に達している。同年、北京市はサイエンスパーク条例を施行し、
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税制優遇や戸籍緩和策などで起業・投資の促進や優秀な人材の確保を図っている。 

具体的に、中関村技術園の優遇政策は大きく分けると下記の４つになる。 

① 税制政策。中関村技術園以内の新技術企業は対象として、企業の所得税、関税、
従業員の所得税を減免する政策を多く講じられている。 

② 財政政策。ハイテク企業の発展に貢献した仲介業者、ファンド、技術移転プロジェ
クトについて、政府の財政がサポートする政策などがある。 

③ 土地政策。土地を取得する際に手数料減免や、土地のレント料減なども可能。 
④ 人材政策。条件を満たした人材に対して、人材導入する際に行政の手続きの簡易
化、福利厚生の強化をはじめ、さらに家族の生活と教育への支援、外貨と入国の

規制緩和政策もある。 


